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株 主 の 皆 様 へ

2022年4月1日から2023年3月31日まで

第119期 年次報告書

■ 事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日までの1年
■ 定 時 株 主 総 会 毎年6月

■ 基 準 日 定時株主総会　3月31日
期末配当　　　3月31日
中間配当　　　9月30日
その他必要がある場合、あらかじめ公告する一定の日

■ 株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

■ 株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

■ 郵 送 物 送 付 先 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

■ 電 話 照 会 先 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
受付時間　9：00～17：00（土日休日を除く）

■ 公 告 の 方 法 電子公告により行う
公告掲載URL　https://www.teikokudenki.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

（ご注意）
1.  株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設され

ている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。株主名簿管理人（三井
住友信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

2.  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特別口座の口座管
理機関（三井住友信託銀行）にお問合せください。

3.未受領の配当金につきましては、三井住友信託銀行本支店でお支払いいたします。

〒679-4395 兵庫県たつの市新宮町平野60番地
TEL 0791-75-0411（代表）

株主メモ



株主の皆様へ

（注）��本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に
基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

株主の皆様へ

頃安 義弘
代表取締役社長

More Actively

体等の部品供給が不安定な状況が続いてはいるものの、
前期よりも状況は改善しており、増加いたしました。
　利益面につきましては、ポンプ事業においては、中国
市場における需要好調を背景とした売上の増加及び採算
の改善、為替影響等により増益となりました。また、電
子部品事業においても、売上高の増加及び粗利率の改善
等により増益となりました。

　　第120期のポンプ事業につきましては、全体
として前期受注が好調であったことから受注残

が積み上がっており、売上は上期については堅調に推移
することが見込まれますが、足許の受注状況が米国を中
心に弱含みであることから、通期としては横ばいの見込
みであります。利益につきましては、原材料価格や人件

第120期（2024年3月期）の見通しを
お聞かせください。Q

A

　　第119期の業績につきましては、売上高
28,450百万円（前期比27.9％増）、営業利益

5,023百万円（同101.4％増）、経常利益5,472百万
円（同85.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
3,996百万円（同101.1％増）となりました。
　売上高につきましては、主力のポンプ事業は主要顧客
である化学業界において、原材料価格の高騰による影響
を受けたものの、コロナ禍で先送りされた設備投資計画
の実行や脱炭素分野への投資需要増加が追い風となりま
した。その結果、特に中国市場を中心として堅調さが続
くアジア市場に加え、米国市場においてもケミカル機器
キャンドモータポンプ等が増加したことにより、前期比
増加いたしました。電子部品事業につきましては、半導

第119期（2023年3月期）の業績に
ついてご報告をお願いします。Q

A

1 2

5,023

営業利益率（%） （単位：百万円）
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■ 営業利益／営業利益率
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■ 経常利益

28,450

（単位：百万円）
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■ 売上高

3,996

（単位：百万円）
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■ 親会社株主に帰属する
　 当期純利益 （単位：円）

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）
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■ 配当金



株主の皆様へ
TOPICS

TOPICS 1 「プラントショーOSAKA2022」に出展

TOPICS 2 株主様向け工場見学会を開催

　また、当社は2022年5月に資本政策の見直しとして、
現在取り組み中の中期経営計画期間のうち、2023年3
月期から2024年3月期までの2期について、株主還元
方針を、総還元性向100％（うち配当性向50％）とす
ることを公表いたしました。

　　第120期は引き続き、脱炭素市場への対
応を強化してまいります。脱炭素市場におけ

るお客様のニーズを把握し、お応えするためには当
社の提案力や技術力・開発力の強化が必須となります。
海外市場の拡大に向けて、第119期には国際規格の
ISO2858に準拠し、さらにポンプ効率を改善した
新製品の販売を開始いたしましたが、第120期も引
き続き海外規格に準拠した製品や、より環境に配慮
した製品の開発を進め、キャンドモータポンプのリー
ディングカンパニーとしての競争優位の確立に努め
ていく所存です。
　当社は今後も持続的な企業価値の向上を図り、株
主の皆様のご期待にお応えできるよう、精一杯努め
てまいりますので、さらなるご支援とご鞭撻を賜り
ますようお願い申し上げます。

第120期の方針を含め、株主様への
メッセージをお願いします。Q

A

費等の上昇により減益となる見込みであります。
　電子部品事業につきましては、需要は回復傾向にあり、
増収を見込んでおりますが、原材料価格や人件費等の上
昇により、減益となる見通しです。
　以上を踏まえ、第120期の連結業績予想は、売上高
は28,190百万円、営業利益は4,520百万円、経常利
益は4,680百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
は3,280百万円を見込んでおります。

　　第119期は「すべてのステークホルダーの満
足度向上」を中期ビジョンとして掲げる3ヶ年

の中期経営計画（2022年3月期～2024年3月期）の
2年目として、世界的に今後の成長が見込まれる脱炭素
市場への対応強化や資本政策の見直し等に取り組んでま
いりました。
　脱炭素市場への対応といたしましては、国内外の展
示会に積極的に参加し、脱炭素関連市場・分野での当
社認知度の向上を図りました。その結果、第119期の
ポンプ事業の受注高に占める脱炭素関連案件の割合は、
9.0％となりました。脱炭素市場は太陽光・風力発電等
の再生可能エネルギー分野をはじめ、水素・アンモニ
ア・SAF等の燃料分野、生分解性プラスチックやケミ
カルリサイクル等のケミカル分野等、多岐にわたること
から、今後も様々な媒体を通じた情報の入手やさらなる
当社の認知度向上に努め、当社のキャンドモータポンプ
を通して脱炭素社会の実現に貢献できるよう、精力的に
取り組んでまいります。

第119期における重点的な取り組みを
教えてください。Q

A

　2022年12月7日～12月9日にインテックス大阪で開催さ
れた「プラントショーOSAKA2022」に出展いたしました。
プラントショーOSAKAは化学及びプロセス産業用プラントの
総合展示会です。
　今回は、『脱炭素』、『メンテナンス』をキーワードにインタ
ンク（ポット）型キャンドモータポンプや定量ポンプユニット
実演機等を展示いたしました。ご来訪いただいた皆様にはキャ
ンドモータポンプのカットモデルやケーシング・インペラ等の
主要部品をご覧いただき、メンテナンス面において、メカニカ
ルシールポンプと比較して、分解や組立が容易であることをご
説明させていただきました。キャンドモータポンプを知らない
お客様や、実際に触れることが少ないお客様に対して、当社製
品のメンテナンス性をPRできる良い機会となりました。
　開催期間中は多数のお客様にご来訪いただきまして、誠にありがとうございました。今後も積極的に展示会へ参加
し、より多くの方々に当社製品の強みを知っていただけるよう取り組んでまいります。

　2022年10月12日に本社にて、第5回目となる株主様向け工場
見学会を開催いたしました。
　新型コロナウイルス感染症の影響が残る中での開催となったため、
多数のご応募の中から抽選を行い、当日は18名の株主様にご参加
いただきました。見学会では、工場内及びショールームをご案内し、
当社の主力製品であるキャンドモータポンプの製造工程をご覧いた
だきました。株主の皆様からは活発なご質問をいただき、また、貴
重なご意見を伺うこともでき、大変有意義な機会となりました。
　今後も見学会の開催や情報発信を充実させる等、株主の皆様に当
社へのご理解をより一層深めていただけるよう、努めてまいります。

443



　当社はこれまでも、当社主力製品である環境にやさしいキャンドモータポンプの製造・販売を通じて環境問
題に取り組んでまいりましたが、今後、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」のフレームワーク
に沿って、脱炭素社会に向けた自社での取り組みの開示を拡充してまいります。
　今回は、当社の工場やオフィス等における、環境に配慮した取り組みの一部をご紹介いたします。

脱炭素社会に向けた取り組み

　今後も当社事業活動における環境負荷低減のために、多様な技
術を活用し、自然エネルギーの有効利用やエネルギー利用効率の
改善に継続的に取り組むことで、脱炭素社会の実現に向けて貢献
してまいります。

特    集

2023年1月に本社工場内のサービス工場棟に約
530kWの太陽光パネルを設置いたしました。本社
工場内に既に設置済みの太陽光パネルを合わせると、
全体で871.3kWの大容量となります。発電した電
力は主に工場で使用しますが、新設分だけで年間約
46万kWh程度の節電に繋がり、約150tのCO2を削
減できる計算となります。

・自然エネルギーの有効利用
旧工場設備、新本社工場（2017年4月建設）
に加え、2022年9月に本社事務所についても、
全面的にLED照明へと換装いたしました。
これにより、照明による消費電力は約55％
減少となり、工場設備、本社事務所合わせて、
年間約11万kWh程度の電力量削減が見込まれ
ます。

・本社設備の全面LED化

社内でのESGへの取り組み推進の一環として、2021年度より
ハイブリッド車の導入を本格的に開始いたしました。当社の社
用リース車35台のうち、リース期間が終了して更新するものか
ら順次ハイブリッド車への切り替えを行っており、現在は約3割
がハイブリッド車に切り替わっております。今後は、より環境
性能の高い車種への見直しも検討してまいります。

・社用車のハイブリッド化

・冷暖房等の効率向上

工場内のエリアごとのエネルギー使用量を可視
化するため、デマンドモニタを導入しておりま
す。これにより、工場全体のエネルギー使用量
を集中管理し、電気使用量のコントロールを行
うことで、効率的なエネルギー消費に努め、効
果的な節電対策を実施しております。

・工場全体でのエネルギー管理 システムの導入

新工場の外壁には、断熱効果の高い建材・工法を採用してお
ります。加えて、エアー搬送ファンを導入して空調効率を向
上させることで、空調エネルギーを抑制させてCO2の削減を図
るとともに、従業員
の作業環境の改善に
も取り組んでおりま
す。 ま た、 超 高 効 率
変圧器の導入等によ
り、工場全体として
のエネルギー効率向
上に努めております。
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242

350
430

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

6.2％ 0.8％

電子部品事業 その他

日本 （単位：百万円）

6,914
4,9014,460

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

売上高

欧米 （単位：百万円）

12,164

8,785
6,477

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

売上高

アジア （単位：百万円）

（注） 1.地域の区分は、地理的近接度を考慮して決定しております。
 2.本邦以外の区分に属する国及び地域の内訳は、次のとおりであります。（1）欧米：米国、ドイツ　（2）アジア：中国、台湾、シンガポール、韓国、インド

＊販売元を基準とした外部顧客に対する売上高

日本

32.9％
欧米

24.3％

アジア

42.8％

所在地別セグメント

所在地別売上高構成比

売 上 高 売 上 高 売 上 高

前期比 前期比 前期比29.9％増 15.0％増 30.8％減

1,757
1,5281,584

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

売上高構成比 売上高構成比 売上高構成比

93.0％

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　ポンプ事業は、特に中国市場を中心として堅調さが続くア
ジア市場に加え、米国市場においてもケミカル機器キャンド
モータポンプ等が増加したことにより、堅調に推移しました。
　その結果、売上高は為替影響もあり、26,451百万円（前
期比29.9％増）、連結売上高に占める割合は93.0％となり
ました。
　また、営業利益は、売上高の増加や利益率の改善、為替影
響等により4,884百万円（同99.9％増）となりました。

　電子部品事業は、売上高
は1,757百 万 円（ 前 期 比
15.0％増）、連結売上高に
占める割合は6.2％となりま
した。
　また、営業利益は、売上
高の増加及び粗利率の改善
等により、115百万円（同
500.5％増）となりました。

　その他は、売上高は242
百万円（前期比30.8％減）、
連結売上高に占める割合は
0.8％となりました。
　また、営業利益は、売上高
の減少等により22百万円

（同29.5％減）となりました。

ポンプ事業

9,3728,5578,971

売上高

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

　2023年5月31日に当社ウェブサイトを全面リニューアルいたしました。
　今回のリニューアルでは、より使いやすく、わかりやすいかたちでの情報提供を実現
するために、ページ構成やデザインを全面的に刷新し、新規コンテンツも追加しており
ますので、是非ご覧いただけますと幸いです。
　今後もさらなる内容の充実や利便性の向上、タイムリーな情報の発信に努めてまいり
ます。

26,451

20,365
17,895

第119期
（2023.3）

第118期
（2022.3）

第117期
（2021.3）

セグメント別事業の概況

ウェブサイトをリニューアルしましたお知らせ

https://www.teikokudenki.co.jp/ 帝国電機 検索
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特別利益
特別損失
法人税等合計
非支配株主に帰属する当期純利益

204
12

1,523
144

営業外収益
営業外費用

497
48

売上原価
販売費及び一般管理費

16,377
7,049

売上高
22,244

営業利益
2,494

経常利益
2,953

親会社株主に
帰属する

当期純利益
1,987

売上高
28,450

営業利益
5,023

経常利益
5,472

親会社株主に帰属する
当期純利益
3,996

当   期 （2022年4月1日～2023年3月31日）前   期  （2021年4月1日～2022年3月31日）

現金及び現金
同等物の期首残高

13,036

現金及び現金
同等物の期末残高

14,903

営業活動による
キャッシュ・フロー

4,853

投資活動による
キャッシュ・フロー

281

現金及び現金同等物
に係る換算差額

445

財務活動による
キャッシュ・フロー

△ 3,713

当期当   期 （2022年4月1日～2023年3月31日）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

科　目 前期末
（2022年3月31日現在）

当期末
（2023年3月31日現在）

資産の部

流動資産 28,099 30,940

固定資産 10,901 10,656

有形固定資産 8,689 9,000

無形固定資産 181 127

投資その他の資産 2,029 1,528

資産合計 39,001 41,596

科　目 前期末
（2022年3月31日現在）

当期末
（2023年3月31日現在）

負債の部

流動負債 7,368 8,221

固定負債 1,341 1,868
負債合計 8,710 10,090

純資産の部

株主資本 28,493 28,951

その他の包括利益累計額 1,525 2,141
非支配株主持分 272 412
純資産合計 30,291 31,506
負債純資産合計 39,001 41,596

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

連結貸借対照表

会社概要（2023年3月31日現在） 株式の状況（2023年3月31日現在）

株式分布状況

グループ会社（2023年3月31日現在）

役員（2023年6月28日現在）

■�所有者別株式分布状況

■�所有者別株主分布状況

個人・その他
5,909,417株
（32.62％）

外国法人等
5,142,350株
（28.38％）

個人・その他
8,157名
（96.92％）

金融商品取引業者
425,952株
（2.35％）

金融機関
16名（0.19％）

金融機関
3,464,800株
（19.12％）

その他の法人�88名（1.05％）

（注）自己株式（1名871,399株）を控除しております。

8,416名

外国法人等�127名（1.51％）

18,118,639株

連結財務諸表 会社情報／株式情報

大株主（上位10名）

その他の法人
3,176,120株
（17.53％）

金融商品取引業者
28名（0.33％）

社 名 株式会社帝国電機製作所
TEIKOKU ELECTRIC MFG. CO., LTD.

設 立 1939年 9月12日
資 本 金 31億4,367万5,150円
従 業 員 数 連結 1,269名　単体314名
本 社 〒679-4395

兵庫県たつの市新宮町平野60番地
Tel. 0791-75-0411（代表）

ホームページ https://www.teikokudenki.co.jp/

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員 頃 安 義 弘

取 締 役
専 務 執 行 役 員 村 田 　 潔

取 締 役
執 行 役 員 佐 藤 哲 造

取 締 役
執 行 役 員 加 減 孝 司

社 外 取 締 役 渡真利　千　恵

取 締 役
（常勤監査等委員） 阿 部 孝 司

社 外 取 締 役
（監査等委員） 林 　 晃 史

社 外 取 締 役
（監査等委員） 川 島 一 郎

社 外 取 締 役
（監査等委員） 沖 　 剛 誠

上席執行役員 杉　本　洋一郎

執 行 役 員 森 澤 友 和

執 行 役 員 竹　内　亮太郎

執 行 役 員 横 山 　 淳

国内子会社 ・株式会社協和電機製作所
・上月電装株式会社
・株式会社帝伸製作所
・株式会社平福電機製作所

海外子会社 ・TEIKOKU USA INC.
・大連帝国キャンドモータポンプ有限公司

＊大連大帝キャンドモータポンプ修理有限公司
＊台湾帝国ポンプ有限公司

・TEIKOKU SOUTH ASIA PTE LTD.
・TEIKOKU ELECTRIC GmbH
・TEIKOKU KOREA CO.,LTD.
・HYDRODYNE TEIKOKU（INDIA）PVT.LTD.

（注）  ＊は大連帝国キャンドモータポンプ有限公司の子会社であります。

発行可能株式総数 69,200,000株
発行済株式の総数 18,990,038株
株 主 数 8,417名

株主名 持株数 持株比率
三菱電機株式会社 2,286,400株 12.62%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,690,900株 9.33%
GOLDMAN, SACHS & CO. REG 1,459,000株 8.05%
GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 1,168,704株 6.45%
株式会社日本カストディ銀行 668,800株 3.69%
徳永　耕造 538,900株 2.97%
刈田　耕太郎 434,744株 2.40%
株式会社三井住友銀行 410,000株 2.26%
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE 
NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 407,202株 2.25%

帝国電機取引先持株会 404,900株 2.23%
（注） 1.当社は自己株式を871,399株所有しておりますが、上記大株主から除外しております。

2.持株比率は自己株式を控除して算出しております。
3. 株式会社日本カストディ銀行の所有株式数には、（信託口）、（信託A口）、（年金信託口）、
（年金特金口）、（信託口4）の所有株式数を含めて表示しております。
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